
貸借対照表（バランスシート）

　４つの財務書類からみた越谷市の財政
　（平成２６年度決算版）

※表の数値は、表示単位未満で四捨五入しているため合計が一致しない場合があります。

　平成26年度末時点において、越谷市単体および第三セクター等を含めた連結ベースで市の資産がどれだけあり、その資産
をどのような財源（負債・純資産）でまかなってきたかを一目で分かるようにしたものです。左側に「資産」を表示し、右側に「負
債」および資産と負債の差額である「純資産」を計上しています。
　貸借対照表から越谷市の財政状況を見ますと、将来世代の負担といえる「負債」に対し、これまでに整備された「資産」が約
４倍あり、財政の健全性は十分確保されているといえます。

（表示単位：百万円）

越谷市単体 連結 越谷市単体 連結

期首資金残高 10,366 17,085 443,945 501,766

当期収支 △ 1,795 △ 717 当期変動高 11,546 △ 3,630

（１） 経常的収支 13,957 20,820 　 （１） 純経常行政コスト △ 114,239 △ 137,126

人件費支出、税収入、
国庫補助金など

経常費用－経常収益

（２） 資本的収支 △ 11,156 △ 14,799 （２） 財源調達 137,192 172,967

公共資産整備支出、固
定資産売却収入など

市税、国県補助金など

（３） 財務的収支 △ 4,596 △ 6,738 （３） その他 △ 11,407 △ 39,471

元利償還金支出、市債
発行収入など

道路等の資産形成に充
てられた財源

8,571 16,368 455,491 498,136

現金の流れを示すものです。その収支を性質に応じて、区

分して表示することで、市がどのような活動に資金を必要と

しているのかを示しています。（表示単位：百万円）

資金収支計算書 (キャッシュフロー計算書) 純資産変動計算書

期末資金残高 期末純資産残高

期首純資産残高

市の純資産（資産から負債を引いた残り）が平成26年度中

にどのように増減したかを明らかにするものです。総額として

の純資産の変動に加え、それがどのような財源や要因で増

減したのかを示しています。（表示単位：百万円）

越谷市単体 連結 越谷市単体 連結

（１） 資金 8,571 16,368 （１） 公債（短期） 11,400 12,559

現金・預金など
公債残高のうち翌年度
償還予定額

（２） 債権 7,619 8,233 （２） その他 2,698 7,450

未収金・貸付金など
未払金のうち翌年度支
払予定額など

（３） 有価証券 0 1,119 （１） 公債 108,875 122,931

（４） 投資等 19,029 22,774
公債残高のうち翌々年
度以降償還予定額

出資金・基金など （２） 退職給付引当金 18,328 18,543

（１） 事業用資産 154,605 177,162 （３） その他 4,028 33,077

庁舎、保育所、学校、
福祉施設など

未払金のうち翌々年度
以降支払予定額など

（２） インフラ資産 410,995 467,038 145,328 194,560

道路、公園、上下水道
など

（３） その他資産 0 2

繰延資産など

600,819 692,696 600,819 692,696

純資産の部（現在までの世代が負担した金額）

資産の部（これまで積み上げてきた資産） 負債の部（将来の世代が負担する金額）
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（　）は越谷市の市民１人あたりの額

26年度は25年度に比べ、資産及び負債に
おいて増加していることがわかります。比率で
見ると、資産に占める負債の割合で＋1.6ポイ
ント、資産に占める純資産の割合で△1.6ポイ
ントとなっています。これは主に、26年度から
公営企業会計の会計基準が見直されたことに
よるものです。

1年間でどれだけ変わった？
（貸借対照表 連結ベース）

資 産
6,828.9億円
（205.2万円）

平成２５年度

負 債
1,811.3億円
（54.4万円）

純資産
5,017.7億円
（150.8万円）

平成２６年度

資 産
6,927.0億円
（207.0万円）

負 債
1,945.6億円

（58.1万円）

純資産
4,981.4億円
（148.8万円）

越谷市単体 連結

132,888 171,240

１ 人にかかるコスト 23,330 24,700

２ 物にかかるコスト 11,075 19,327

３ 業務にかかるコスト 61,023 64,043

４ 移転支出的なコスト 37,459 63,170

18,649 34,114

使用料・手数料等 18,649 34,114

114,239 137,126
純経常行政コスト（経常費用
－経常収益）

市の経常的な活動に伴うコストと使用料・手数料等の収入を

示すものです。従来の官庁会計では捕捉できなかった減価償

却費など非現金コストについても計上しています。経常費用合

計から経常収益合計を差し引いたものが当該年度の純経常

行政コストとなります。（表示単位：百万円）

経常費用

経常収益

人件費、退職手当引当金繰
入など

物件費、減価償却費、維持
補修費など

委託料、公債費（利子分）な
ど

社会保障給付、補助金等移
転支出など

行政コスト計算書

●財政状況を単体ベース連結ベースで公表

越谷市は、市民の皆さんに市の財政状況をより理解していた

だくため、国が推奨する「新地方公会計制度 基準モデル」に

基づいて、市や土地開発公社、第三セクターなどの関連団体

も含めた連結ベースで４つの財務書類を作成しました。基準モ

デルでは、資産評価において原則公正価値に基づく評価を行

うなど、より実態に合った資産・債務情報を把握することができ

るといえます。

① 市民１人あたりの資産と負債

市の資産と負債の状況（連結ベース）

② 道路や公園など、今までの世代で負担が済んでいるもの

③ 純資産比率は

資 産 負 債 負債の割合

平成２６年度 ２０７万円 ５８万１千円 （２８．１％）

平成２５年度 ２０５万２千円 ５４万４千円 （２６．５％）

連結ベースで平成２５年度は７９．３％、平成２６年度は７７．３％となります。

道路や公園など社会資本に対する、現在までの世代の負担割合（社会資本形成の世代間比

率）[ 純資産／(事業用資産＋インフラ資産)]を計算すると、越谷市は約８割となります。平成２５

年度より２．０ポイント減少していますが、８割弱を現在までの世代で負担している状況にあり、

将来への負担を抑え負担を先送りしないよう、健全な財政運営に努めています。

連結ベースで平成２５年度は７３．５％、平成２６年度は７１．９％となります。

市が持つ資産のうち負債を差し引いた正味の財産の割合を示す純資産比率[ 純資産合計／

資産合計]を計算すると、越谷市は約７割となります。平成２５年度より、１．６ポイント減少して

います。

負債


